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処遇改善加算について

I.今和 4年度の処遇改善計画書について

。提出期FRは今和 4年 4月 15日 (金)です。

・計画書の様式等は現時点で国からの提示がされていないため、提示さ

れ次第ホームペrジに掲載の上、別途周矢口いたします。

。今和 3年度から廃止となちた加算Ⅳ、V及び特別加算については、

経過措置が終了するため、今和 4年度は算定できません。

2。 今和 3年度の実績報告書について

・提出期FRは今和 4年 7月 27日 (金)を 予定しています。

・3月 中に正式な提出依頼を別途送付いたします。

3.計画書作成にあたっての留意点 (誤 り等が多い点)

・次ページ以降で説明いたします。
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①算定する特定加算の区分

②処遇改善加算の取得状況

③特定加算の算定対象月

※①、③ 月鴫紙様式2-3のとおり、② 月J紙2-2の とおり

④令和 #RE口 年度特定加算の見込額億) #REF! 円

i)特定加算の算定により賃金改善を行つた場合の賃金の総額 (見込額)

(ア)前年度の賃金の総額

(イ )前年度の処遇改善加算の総額

(ウ )前年度の特定加算の総額

(工 )前年度の各障害福祉サービス事業者等の独自の賃金改善額

円

円

円

円

0

0

円

円

円

賃金改善の見込額(i― 市) (右幅の観は④幅の観を上回ること)

【基準額2】 と(A)～ (C)

の合計額は原則一致

月額平均8万 円の賃金改善となる者又は改善後の賃金が年額440万 円となる者

(「 月額平均8万円の賃金改善又は改善後の賃金が年額440万円以上となる者」を設定できない場合その理由)

□ 小規模事業所等で加算額全体が少額であるため。

□ 職員全体の賃金水準が低く、直ちに月額平均8万円等まで賃金を引き上げることが困難であるため。

□
写糊 霊尾罫壽乱層璃整粛基儒記諾 鎌 万祭 娠言店堅鍋 纏 搬 説

る者に求められる能力や処遇有明確化

□ その他 (

経験・
⑥ 平均賃金改善額

斗DIV/0!

のある
他 の 人材(8) そ の職種(C)

円 円

人

人

円

#REF!

(

)

(    #REF!

")前
年度のグループ毎の平均賃金額(月 額)【基準額3】 (h)/1) #DIV/0!#DIV/0! 円

(    #REF!  円 ) (   #REF! 円 )

円 ) (

#REF! 円(A)(B)(C)全 て実施◎

(    4REF!  円 ) (   +REF! 円 )

0円 ) ((

市)前年度の常勤換算職員数6)

ili)前年度の一月当たりの常勤換算職員数c)

0円 )

円

O(A)のみ実施

人 (見込 )

円

円 )

円

)

#REF!   円

(    #REF!  円 )

円

円 )

#REF:   円
v)グループ毎の平均賃金改善
額(月 額)(g)/9)/(k)

#REF!   円

#REF! 円 )

#REF!

#REF!

O IA)及び(B)を実施

(    #REF!
※予定している配分方法について選
択すること。(いずれか1つ )

※当該年度の特定加算の見込額と前
年度の―月当たりの常勤換算方法に
より算出した職員数から算出した一人
当たり配分額(月 額)。 (括弧内はグ
ル…プ毎に配分可能な加算総額(年

額))

上記以外の方法で実施

(    0円 ) 0円

②賃金改善実施期間(k) 令和   年   月 令和   年   月 (  か月 )

【記入上の注意】

・
電あ遷%雰憲智吾郷 寒繋 務

改善を行つた場合の賃金の総額(見込額力には、特定加算による賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負

⑤ i)の「特定加算の算定により賃金改善を行つた場合の賃金の総額(見込額)」 に1よ、処謡改善加宜井ロコ得t´睾縮占九る管令Bt善と,百券険い■富百
・券_FttFす ること。
・⑤‖)(イ )の「前年度の処遇改善加算の総額」及び(ウ )の「前年度の特定加算の総額」は、都道府県国民健康保険団体連合会から通知される「福

祉・介護職員処遇改善加算等総額のお知らせ」に基づき配載すること。

・
⑤ ii)(工)の「前年度の各障害福祉サービス事業者等の独自の賃金改善観」は、本計画書の提出年度における独自の賃金改善分(初めて処遇
改善加算を取得した年度以降に新たに行つたものに限る。)をいう。(処遇改善加算等に係るものを除く。)本欄に記載した賃金改善については、
「(4)ハ 障害福祉サービス事業者等の独自の賃金改善」欄に支給額、方法等の具体的な賃金改善の内容を記載すること。

・⑥ i)の「前年度の賃金の総額 (処遇改善加算等を取得し実施される賃金改善額及び独自の賃金改善額を除く)Jこは、一括申請を行う場合につ
いては、原則として、前年1月 から12月 までの賃金の総額を記載すること。ただし、「その他の職種(C)」 には、賃金改善前の賃金が既に年観440
万円を上回る職員の賃金を含まないこと。

・⑤ ili)の「前年度の一月当たりの常勤換算職員数」には、一括申請を行う場合については、原則として、本計画書を提出する前月の常勤換算方
法により算出した職員数を記載すること。ただし、「その他の職種 (C)」 については、実人数によることもできる。

ユ



(2)福祉・介護職 カロ カロ

① 算定する処遇改善加算の区分

② 処遇改善加算の算定対象月

③ 令和 |#RE口 1年度処遇改善加算の見込額

④ 賃金改善の見込額(i― ,1)

⑤ 賃金改善実施期間

【記入上の注意】
・④ l)の「処遇改善加算の算定により賃金改

他の障害福祉人材(B)の賃金の総額」について、

3) 定処遇改 カロ

① 算定する特定加算の区分

② 処遇改善加算の取得状況

③ 特定加算の算定対象月

④ 令和  #RE口 年度特定加算の見込額(g)

⑤ 賃金改善の見込額(i― ii)

⑥ 平均賃金改善額

(右奪園の額は③欄の額を上回ること)

(右欄
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※ 月1紙様式2-2のとおり

0 円

0 円

i)処遇改善加算の算定により賃金改善を行つた場合の賃金の総額 (見込額 )

(経験・技能のある障害福祉人材(A)と他の障害福祉人材(3)の総額 )
円

0
ii)前 年度の賃金の総額 (処遇改善加算等を取得し実施される賃金改善額及び独自の賃金改善額を除く)【 基準

額 1】 (ア )― (イ )― (ウ>(工 )
円

円

円

円

円

(ア )前年度の経験・粒能のある障害福祉人材(A)と他の障害福祉人材(B)の賃金の総額

(イ )前年度の処遇改善加算の総額

(ウ )前年度の特定加算の総額 (その他の職種(C)こ 支給された額を除く)

(■ )前年度の各障害福祉サービス事業者等の独自の賃金改善額

年 月令和
△
■■ 年    月

【基準額 2】 と (A)、 (B)の
合計額は一致

度の経験・技能のある障害福祉人材(A)と

、特定加算との兼ね合いにより樽菅

※①、③ 男J紙様式2- のとおり、② 紙2-2のとおり

#REF! 円

額は④欄の額 回ること) 0 円

i)特定加算の算定により賃金改善を行つた場合の賃金の総額 (見込額 ) 円

轟)前年度の賃金の総額 (処遇改善加算等を取得し実施される賃金改善額及 【基準 0 円

(ア )前年度の賃金の総額

(イ )前年度の処遇改善加算の総額

(ウ )前年度の特定加算の総額

(工 )前年度の各障害福祉サービス事業者等の独自の賃金改善額

円

円

円

円

・技能のある
福祉人材(B)他の その他の職種(C)

i)前 取
円 円 円

人ii)前 年度の常勤換算職員数0 人 人

iii)前年度の一月当たりの常勤換算職員数o 人 人 人

#DIV/01 円 #DⅣ/0! 辞DIV/0!帝)前年度のグループ毎の平均賃金額(月 額)【基準額3】 (h)/(D 円 円



3キャリアパス要件についてく処遇改善加算>
※前年度に提出した計画書の記載内容から変更がない場合は「変更なし」にチェック(ア )Eコ 変更なし

次の要件について該当するものにチェック(7)し、必要事項を具体的に記載すること。

資格取得のための支援の実施 ※当該取組の内容について下記に記載すること

速やか う、適切に保管すること。

牛

加算 I・ Iの場合は必ず「該当」[コ 該当   口 〕F該当

イ 福祉・介護職員の任用における職位、職責又は職務内容等の要件を定めている。

ロ イに掲げる職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系を定めている。

パス要件 I 次のイからハまでのすべての基準を満たす。

ハ イ、口について、就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全ての福祉・介護職員に周知している。

加算 I・ Iの場合は必ず「該当」□ 該当  □ 非該当

イ
福祉・介護職員の職務内容等を踏まえ、福祉H介護職員と意見交換しながら、資質向上の目標及び①、②に関する具体的な
計画を策定し、研修の実施又は研修の機会を確保している。

□ ①

研修機会の提供又は技術指導等を実施するととも

能力評価の実施についても

記載が兇妥

。 ※当骸取組の内容について下記に記載すること

資質向上の
に、福祉・介

イの実現のための具体的な
取組内容
(該当する項目にチエック
(ア )した上で、具体的な内容
を記載)

□ ②

パス要件 E次 のイと口両方の基準を満たす。

ロ イについて、全ての福祉・介護職員に周知している。

算 Iの場合は必ず「該当」 該 当 非該当

イ
福祉・介護職員について、経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕
組みを設けているょ

□ ①
経験に応じて昇給する仕組み
※「勤続年数」や「経験年数」などに応じて昇給する仕組みを指す。

□ ②

資格等に応じて昇給する仕組み
※「介護福祉士」や「実務者研修修7者」などの取得に応じて昇給する仕組みを指す七ただし、介
護福祉士資格を有して就業する者についても昇総が図られる仕組みであることを要する。

具体的な仕組みの内容(該

当サるもの全てにチェック
(ア )すること。)

□ ③

一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組み
※「実枚試験」や「人事評価」などの結果に基づき昇給する仕組みを指す。ただし、客観的な評価
基準や昇給条件が明文化されていることを要する。

ロ イについて、全ての福祉・介護職員に周知している。

キヤリアパス要件Ⅲ 次のイと口両方の基準を満たす。


